
 

 

平成２０年度事業報告書 

（自）平成２０年５月 １ 日 

（至）平成２１年４月３０日 

   

   事業活動の概況に関する事項 

  戦後最大の世界同時不況の中で、平成２０年度の我が国経済は、輸出の急減等により雇用

や消費等に深刻な影響が及んでいます。                      尐

子高齢化が進み、人口が減り始め、地方から東京など大都市への流出に歯止めがかかりませ

ん。中小小売商業者は中心市街地の空洞化、個人消費の伸び悩み、居住人口の減尐等により

引き続き厳しい経営環境におかれています。 

  中心市街地活性化に関しては、平成２１年３月末現在、全国で１３１の中心市街地活性化

協議会が設置され、７７の市町村が基本計画の認定を受け本格的なまちづくりがすすめられ

ています。また、商店街加入促進条例は約５０の市区で策定されています。 

   平成２１年３月、中小企業関係４団体（全国商店街振興組合連合会、全国中小企業団体

中央会、日本商工会議所、全国商工会連合会）は、地域商業の支援機関として未来志向型協

議会を設立。協議会は国より「人材対策基金」補助金、（独）中小企業基盤整備機構より「商

店街活性化基金」助成金の交付を受け、協議会の実施機関として（株）全国商店街支援ｾﾝﾀ

ｰを設立（平成２１年４月２８日登記）し、地域商業の活性化を推進していくことになりま

した。 

  県振連といたしましては、平成１６年の政策検討委員会で提案された課題に基づき事業を

実施してまいりました。商業者・地域住民・行政が一体となって地域住民と連携したまちづ

くりを目指した研究会を県内４地区で開催。又、商店街の中核となる人材の育成のための元

気商人育成塾を県内３地区で実施。商店街コミュニティ活動事業は３組合が実施。青年部、

女性部活動への協力支援、他関係団体との連携の強化等会員組合の活動の支援をしてまいり

ました。まだまだ充分とはいえないまでも会員各位の協力のもと成果を上げることができま

した。今後とも一層のご協力を賜りますことを切望いたします。 

  国・県とも厳しい財政状況にあり助成金等必要財源の確保が難しいなかではありますが 

会員組合への適切な支援に取り組んでまいります。 

  最後に諸活動の面において大変お世話になりました長野県、関係各市、全国商店街振興組

合連合会、長野県中小企業団体中央会、その他、関係諸機関の皆様方のご高配に対し厚く御

礼申し上げますとともに、会員各位の温かいご理解とご協力に対し厚く御礼申しあげます。 

 

 



 

Ⅰ 運営組織の状況に関する事項 
 

   前年度末現在  本年度末現在 

 会 員 数  １９組合  ２０組合 

 出資総口数 
 
 (1口10,000円) 

 
 ３８口 

 
 ４０口 

 出資金総額  ３８０，０００円  ４００，０００円 

  

 

Ⅱ その他組合の状況に関する重要な事項 

 【県 振 連 関 係 開 催 会 議 等】 

     (1) 監  査 会 

         平成２０年６月３日 長野市「ホテル信濃路」 ２階 会議室                 

           中沢雄三監事、丸山喜美雄監事より平成１９年度の決算関係書類に対する監 

     査をいただいた。 

    (2) 理 事 会 

     ○平成２０年６月３日 長野市「ホテル信濃路」３階会議室 

      （主な議題） 

 ①平成２０年度通常総会日程について 

②決算関係監査報告について 

       ③平成２０年度通常総会提出議案について 

       ④定款変更について 

       ⑤任期満了に伴う役員改選について       

           ⑥情報交換について 

             ⑦その他特に議する事項 

    

    ○平成２０年９月２５日 長野市 「長野県中小企業指導センター」会議室  



           （主な議題） 

             ①平成２０年度助成事業の進捗状況について 

             ②創立２０周年記念事業について 

             ③その他特に議する事項 

      ○平成２１年２月２７日  長野市 「中小企業指導センター」５階 会議室 

           （主な議題） 

             ①平成２０年度助成事業の進捗状況について 

            ②平成２１年度助成事業について 

             ③創立２０周年記念事業について 

           ④その他特に議する事項 

   (3) 正副理事長会 

      ○平成２０年７月２４日 長野市「メトロポリタン長野 会議室」 

      （主な議題） 

       ①平成２０年度事業推進について 

       ②その他特に議する事項 

         ○平成２１年１月１３日 長野市「割烹 そうだ 」会議室      

 （主な議題） 

  ①平成２０年度助成事業の進捗状況について 

   ②平成２１年度助成事業について 

    ③創立２０年周年記念事業について   

   ④その他特に議する事項 

     (4)  通 常 総  会 

        平成２０年６月１９日  長野市「ホテルメルパルク長野」 

         （主な議題） 

           ①平成１９年度事業報告書並びに、収支決算書承認の件  

－監査報告－ 

           ②平成２０年度事業計画書（案）並びに、収支予算書（案）決定の件 

      ③平成２０年度賦課金の額決定の件 

      ④取引金融機関決定の件 

      ⑤定款変更承認の件 

      ⑥理事任期満了・監事任期満了に伴う役員改選の件                   



      ⑦その他特に議する事項               （４９名出席） 

 

 

 【国・県・業界団体、会員組合等開催会議及び研究会等】 

(1) 平成２０年度長野県中小企業団体中央会長野支部通常総会 

         平成２０年５月１４日 長野市「メルパルク長野」 

(2)  平成２０年度長野県商店会連合会総会 

平成２０年 ５ 月 １６ 日 長野市「ウェルシティ長野」 

    (3) 平成２０年度長野県中小企業団体中央会通常総代会                  

平成２０年 ５ 月２１日 長野市「ホテル国際２１」 

  (4) 長野県中小企業団体事務主任者会会員懇談会 

         平成２０年８月２６日  長野市「メルパルク長野」                 

(5)  長野県中小企業団体中央会長野支部・経営経済講演会 

     平成２０年９月１７日 長野市 「メルパルク長野」 

(6) 長野中小企業団体事務主任者会北信支部・通常総会並びに講演会 

    平成２０年１０月２１日 長野市「ホテル信濃路」 

(7) 平成２０年度関東甲信越静地区商店街振興連絡会議 

         平成２０年１０月２８日 静岡市「ホテルアソシア静岡」 

         (会議内容) 

           ①個店の再生・魅力向上について 

            ②商店街の安全・安心対策について 

            ③ＦＣ等の商店街加入促進について 

      ④ その他  参加した商店街振興組合連合会の事例報告 

     (8) 長野県中小企業団体中央会第１回理事会・講演会 

平成２１年４月２８日 長野市「ホテル信濃路」 

 

 

  【全国商店街振興組合連合会関係会議及び研修会等】 

    (1) 全国商店街振興組合連合会第１８５回理事会       

平成２０年６月２日 東京都「全国商店街振興組合連合会  事務所」 

(2)  全国商店街振興組合連合会第４０回通常総会・全振連創立４０周年記念式典   

第１８６回理事会 



     平成２０年６月２４日  東京都 「ホテルフロラシオン青山」 

(3)  第１回都道府県振連役員研修会             

平成２０年６月２５日 東京都「ホテルフロラシオン青山」         

○「商店街ブランドづくりの進め方」     

株式会社  ブランド総合研究所            

代表取締役社長  田中 章雄 氏 

         ○ 「 エリアマネジメント広告の挑戦 」 

             株式会社エリアマネジメント 

               代表取締役社長 西 本 千 尋 氏 

  （4）全国商店街青年部第２４回通常総会及び第６０回幹事会 

         平成２０年７月９日～１０日  東京都 「グランドヒル市ヶ谷」 

(5) 第１回都道府県振連職員講習会 

       平成２０年７月１日～２日  高松市・リーガホテルゼスト高松 

        １日 高松市 リーガホテルゼスト高松 

         ○ 講演「 わくわくワークルンダ商店街 」 

高知市・大橋通り商店街振興組合  

                      青年部長 安 藤 一 臣  氏 

         ○  講演 「人口減、高齢化社会に対応した新しいまちづくりと、      

                      新しい地方自治組織の形成」 

                   高松市・高松丸亀商店街振興組合 

                      理事長 古 川 康 造 氏 

         ○ 丸亀商店街・壱番街視察 

         ２日  高松市 リーガホテルゼスト高松 

○講 演 「最近の中小小売商業をめぐる動きについて」 

                     中小企業庁経営支援部商業課 

                        中心市街地活性化チーム係長  宍 戸 恵 一 氏 

                        中小小売商業一係 栗 原 浩 介 氏 

            「事務連絡会議」 

                   全国商店街振興組合連合会 

 

 (6) 第１回全国商店街青年部指導者研修会 



         平成２０年７月９日～１０日  

     ９日 東京都  「グランドヒル市ヶ谷」 

 ○講 演：「まちづくりと今後の商店街」 

   （株）まちづくりカンパニー・シープネットワーク      

               代表取締役   西 郷 真理子  氏 

          ○講 演： 「湧き続けるバイタリティ、頑張る商店街」 

秩父市商店連盟連合会会長 

                    みやのかわ商店街振興組合 

                      理事長   嶋 田 憲 一  氏 

(7）全国商店街振興組合連合会・第１回政策委員会                        

        平成２０年１０月１７日  東京都 「ルポール麹町」3Ｆ「アクアマリン」 

(8）全国商店街振興組合連合会・第２回政策委員会 

        平成２０年１１月１８日  東京都  八重洲富士ホテル  3Ｆ「朱竹」 

(9) 第２回全国商店街女性部セミナー 

     平成２０年１０月２８日～２９日  札幌市 「センチューリーロイヤルホテル」  

     ２８日 

      ○講 演 「 商店街が担うまちづくりと地域コミュニティ 」 

           株式会社ＦＢＣまちづくり研究所 

                     代表取締役  出 口 己 幸 氏 

      ○講 演 「 本郷商店街振興組合が築く地域との連携 」 

                本郷商店街振興組合 

                       理事長 高 山 邦 雄 氏 

       ２９日 

        「ワークショップ」 

           ６グループによる討議及びプレゼンテーション 

           コーディネーター  株式会社ＦＢＣまちづくり研究所 

                        代表取締役  出 口 己 幸 氏 

（10）第２回都道府県振連役員研修会 

     平成２０年１２月３日  東京都  「アルカディア市ヶ谷」 

 ○テーマ 「 新たな商店街活性化策について 」 

               中小企業庁 経営支援部商業課           



課 長  和 田 純 一 氏 

     ○テーマ   「 社長、事業承継対策は万全ですか 」 

～計画的事業承継のすすめ～ 

                       （独）中小企業基盤整備機構  関東支部 

                             事業承継コーディネーター  小 松  久 男  氏 

         ○テーマ    「 これからの街の商店の生き残り策 」 

                       (株)マネジメント・コア前田 

                             代表取締役  前 田  進  氏 

 

（11）第２回都道府県振連職員講習会 

     平成２１年１月２６日～２７日 

     東京 「ホテルフロラシオン青山」 

２６日 

         ○「 安心・安全なまちづくりに向けて 」 

               東京・明大前商店街振興組合 

理事長 本 杉  香 氏 

         ○「 まちづくり・賑わいづくり支援策 」 

マネジメントオフィスＨＡＲＡＤＡ代表 

            中小企業診断士 原 田 弘 子 氏 

        ２７日 

         ○「最近の中小商業をめぐる動きについて」 

                 中小企業庁経営支援課商業課 

                      課長補佐 小 松 由 夫 氏 

 

（12）第２回全国商店街青年部指導者研修会 

     平成２１年２月４日～５日 大阪市「ホテル日航大阪、天満宮会館」 

４日 

○講演会 

 ①テーマ「商店街再生の鍵は」 

講 師  多摩大学経営情報学部 教授 望 月 照 彦 氏 

②テーマ「商店街が元気になる商売繁盛への道 



～あきんど繁盛塾５年間の活動結果から生かせ～ 

 講 師  小暮経営研究所  木 暮 衣 里 氏 

             （有）ビジネスサポートネットワーク代表 渕上  環 氏 

             大阪府振連あきんど塾  塾生 

 ③テーマ 「商店街及び中小小売商業関連施策について」 

    講 師 中小企業庁 経営支援部商業課長                

                  和 田 純 一 氏 

５日 

○講演会 

 テーマ  「 街商人人生３０年 」               

             ～天三カルチャーセンターから、天満天神繁昌亭まで～ 

 講 師  天神橋３丁目商店街振興組合                       

理事長  土 居 年 樹 氏 

         ○講演会 

           テーマ    「 事業承継を考える 」 

           講 師    （独）中小企業基盤整備機構  近畿支部 

                                上 宮  克 己  氏 

       ○天満天神繁昌亭見学 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅲ 実 施 し た 事 業 
 
   

  商店街共同活動支援事業  

 

【商店街等活性化企画事業】 

 １．まちづくり計画研究会 

〔第１回〕 

  平成２０年１２月２日  松本市 「中央公民館 Ｍウイング」会議室 

  基調テーマ 「 地域住民と連携したまちづくり 」       

 講 師     株式会社 加藤地域政策プロデュース 

             代表取締役  加 藤 慎一郎 氏 

  講 師        有限会社コミュニケーションズ・アイ 

                     代表取締役  伊 藤  かおる 氏 

  意見交換（フリーディスカッション） 

〔第２回〕 

 平成２０年１２月９日 上田市「 ホテル 祥 園 」会議室 

  基調テーマ 「 地域住民と連携したまちづくり 」 

   講 師    （独）中小企業基盤整備機構 

                  タウンマネージャー  服 部 年 明 氏 

  講 師     研究集団全国まちづくりフォーラム             

            代 表  佐 川 嘉 久 氏 

    意見交換（フリーディスカッション） 

〔第３回〕 

 平成２１年１月１５日 長野市 「TOiGO WEST長野市生涯学習センター」会議室    

基調テーマ 「地域住民と連携したまちづくり           

  テーマ   「商店街活性化に結びつく道路改修工事のあり方」 

   講 師      日本政策投資銀行地域振興部 

参事役  藻 谷 浩 介 氏 

  テーマ     「善光寺表参道ふれ愛通り歩行者優先道路事業計画の 

                                   現状とこれからの問題点」 

        講 師     善光寺表参道ふれ愛通り推進委員会 



                        委員長  横 田 悦二郎 氏 

     意見交換（フリーディスカッション） 

      [第４回] 

平成２１年１月１７日 佐久市「一萬里ホテルゴールデンセンチュリー」会議室 

      テーマ 「地域住民と連携したまちづくり」                   

    講 師   （独）中小企業基盤整備機構 

              タウンマネージャー 服 部 年 明 氏 

 講 師    有限会社 開成総合研究所 

                 代表取締役社長 滝 澤 恵 一 氏 

意見交換（フリーディスカッション） 

  【後継者養成研修事業】 

テーマ「元気商人育成塾」 

  ［第１回］ 

      対象組合  中信地区商店街振興組合 

       平成２０年１１月１０日  塩尻市「ヘルスパ塩尻」会議室 

テーマ 「 個店活力再生のために 」 

                  ～商店街における女性の力の生かし方～ 

    講師  株式会社 創 舎 「わちがい」                    

                  代表取締役   渡 邉 充 子 氏 

       意見交換（フリーディスカッション） 

    ［第２回］ 

       対象組合  東信地区商店街振興組合 

       平成２０年１１月２７日  上田市「海野町商店街振興組合」会議室 

テーマ 「 個店力再生のために 」 

      講師    株式会社 創 舎 「わちがい」                      

          代表取締役  渡 邉 充 子 氏 

意見交換（フリーディスカッション） 

    ［第３回］ 

       対象組合  北信地区商店街振興組合 

       平成２０年１２月１０日  長野市「有限会社アサヒ」会議室 

テーマ 「 空き店舗を活用したまちの再生 」           



      講師   株式会社 石本建築設計事務所           

                   プロジェクト都市計画主任  田 中 淳 也 氏 

意見交換（フリーディスカッション） 
 

    商店街振興事業  

 

    (1)  商店街コミュニティ活動事業 

        商店街が地域住民や顧客とのコミュニケーションの場をつくることにより、商店

    街活動に対する理解と認識を深めてもらい、地域の人々と商店街との結び付きを強

    固なものとするためイベント事業の実施に対して県振連が補助金を交付して支援を

    行った。 

     ［第１回］ 

     （実施組合）海野町商店街振興組合 

     （開 催 日）平成２０年１０月１８日 

     （開催場所）海野町商店街通り 

   （名  称）「 海野町２００８フードサミット 」 

   ［第２回］ 

  （実施組合）中町商店街振興組合             

     （開 催 日）平成２０年１１月３日 

     （開催場所）中町商店街一帯 

   （名  称）「 松本市民祭 まつもと祭 」 

   ［第３回］ 

     （実施組合）長野銀座商店街振興組合 

（開 催 日）平成２１年２月１４日～１５日 

（開催場所）ＴＯｉＧＯ １Ｆ  ＳＢＣロビー会場 

            長野銀座商店街振興組合地区一帯 

（名  称）「善光寺表参道文化祭２００９」～文化がまちを熱くする～ 

        

 
 



    そ の 他 の 事 業  

 

【各種調査等の実施】 

 (1) 平成２１年度中小小売商業施策・税制に関する要望等の照会 

［実施日］平成２０年５月                 （全国商店街振興組合連合会） 

 (2) 商店街事業者の設備投資に係わるアンケート調査 

［実施日］平成２０年５月          （関東経済産業局・商業振興室） 

 (3) 商店街振興組合法の員外利用に係わる利用分量配当拡大に関する調査 

    ［実施日］平成２０年９月           （全国商店街振興組合連合会） 

 (4) 新・がんばる商店街77選の作成に係わる協力依頼 

［実施日］平成２０年１１月          （全国商店街振興組合連合会） 

  (5）全国地域商業支援センター設置への意見 

       [実施日] 平成２０年１１月               （全国商店街振興組合連合会） 

 （6）定額給付金に関する地域の取組状況 

[実施日]  平成２１年１月                      （全国商店街振興組合連合会） 

 

〔その他〕 

  （1）安心実現のための緊急総合対策ＰＲパンフレットの送付 

        平成２０年１０月                      （経済産業省・関東経済産業局） 

   (2) 裁判員制度のための環境整備に関する協力依頼 

    平成２０年１０月                        （全国商店街振興組合連合会） 

  （3）消費生活用製品等による事故等に関する情報提供 

        平成２０年１０月                    （全国商店街振興組合連合会） 

 

 

 

 

 

 

 



平成２１年度 中小小売商業関係施策等要望 

 

 わが国経済は、エネルギー・原材料価格の高騰、海外でのサブプライムローンなどの影

響を受け、景気低迷が懸念されている。 

  こうした中、中小企業の99,7％、従業員数の約70％を占める中小企業は、かってない厳

しい経営を強いられており、地域経済の下支えとなっている中小企業の景気・資金繰りに

齟齬をきたさないよう万全な対策を講じていく必要がある。 

  特に、商店街は公共施設の海外移転、大規模集客施設の郊外立地、モータリゼーション

の進展、消費者ニーズの多様化などの外部環境の変化に加えて、空き店舗の増加、後継者

問題などの内部環境の変化により厳しい経営状況にある。 

  今後、商店街が地域コミニュティの中核としての機能、文化・歴史の継承等本来担うべ

き役割を果たしていくため、商店街・個店の活性化に意欲的な取組みをおこなっている中 

小小売商業・商店街対策として、以下の諸要望事項を強く要望する。 

 

１．地域コミュニティを担う商店街活性化施策の抜本的拡充 

    地域コミュニティ基盤を維持、増強するために、商店街を地域づくりの主役として位

置づけた上で、商店街活性化支援の抜本的拡充を図ることを要望する。具体的には、商

店街の意欲のある商業者が地域住民とも連携して、 

 ① 商店街全体の店舗・施設構成のマネジメント（空き店舗活用、新たな担い手育成） 

  ② 繁盛店創出をめざした個店経営力の向上（リテール・サポート、新たな担い手育成） 

  ③ コミュニティ支援事業（高齢者・子育て支援、安全・安心、環境対応、農商工連携

  等） 

  ④上記事業を行うための商店街等の収益基盤強化（ストリート広告等） 

    などを一体的、戦略的に行う取組みを支援することを要望する。 

    今後、連合会としても、商店街活性化ノウハウ・人材の提供など、全国・広域での商

店街ネットワークを通じた支援に取り組む所存であり、国におかれても関連予算の大幅

拡充や税制措置を始めとする積極的な商店街活性化施策を講じるよう要望する。 

    なお、地域コミュニティという点に関して、商店街に立地する大型店やチェーン店等

にも地域貢献活動への積極的参画が期待されるところ、以下の支援も併せて要望する。 

  ① 大型店等が地域貢献に取組むための自主ガイドラインが店舗へ周知・徹底されるよ 

う指導・助言を行うこと。 



  ② ガイドラインを策定していないチェーン店等における自主ガイドラインの策定及び

地域貢献活動への取り組みが促進されること。 

  ③ 地方自治体における土地利用に関するゾーニングの条例やガイドラインの制定、大

型店等の地域経済団体への加入促進を図る条例等の設定を促進すること。 

 

２．商店街指導対策予算の確保 

   商店街指導予算に関して、三位一体改革後、殆どの都道府県において予算が大幅に縮減

され、地域によっても大きな差が生じている。今後、商店街が地域コミュニティの中核と

しての機能を維持する上でも不可欠な商店街指導事業費が縮減されることがないよう、都

道府県に対して十分な予算を確保されるよう継続的な助言を要望する。 

 

３．事業承継税制の確実な実施 

 本年５月に成立した中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律を踏まえ、非上場

企業の株式等に係わる相続税の納税猶予制度の導入を本年１０月より遡及適用となるよう、

確実な制度化等を図るとともに、猶予税額が免除される場合の具体化を図ることを要望する。 

 

４．中小企業金融の維持・強化 

 原油・原材料価格の高騰や景気の後退による中小企業による中小企業の資金繰りの悪化 

や貸し渋りへの監視等に万全を期するとともに、以下の点に対策を講じるよう要望する。 

(1) 政府系金融機関が担ってきた中小企業向け金融支援機能の役割を民間金融機関は十 

分保管し、かつ、金融危機時には機能の円滑な実施体制を確立するよう指導・強化を行 

うこと。 

(2) 中小事業者の資金調達に関して責任共有制度導入の影響を受け、貸し渋り等で支援が 

生じることのないようしっかりフォローすること。 

    また、セフティネット保証の対象に原油価格の高騰等の影響を受けている業種を加え、 

小口零細企業保証の限度額の拡大を検討すること。 

 

５．消費税に関する要望 

国の財政悪化や持続的な社会保障制度の構築に向けた財源確保などを行うために、将来、 

消費税を含む税体系の抜本的な見直しは避けられないと理解するが、まず、無駄な歳出 

を徹底的に削減し、制度改革や経済成長戦略に基づき経済を活性化させ税収増により、 



基礎的財政収支の黒字化を確実に実現すべきである。 

    消費税改正の検討を行う際は景気に十分配慮しながら、社会福祉及び年金制度改革な

   どにより信頼性の高い社会保障制度を設計した上で、消費税の改正に伴う中小企業者・ 

生活者への影響も確認することが必要である。 

 

 

                    平成２１年９月 

全国商店街振興組合連合会 

平成２１年度中小小売商業関係税制改正要望 

 

平成２１年度税制改正にあたり、商店街が地域コミュニティの中核としての機能を果た 

していくため、下記事項の実現を強く要望する。 

 

１．事業承継税制の抜本的拡充 

  本年５月に成立した中小企業における経営の継承の円滑化に関する法律を踏まえ、非上 

場企業の株式等に係わる相続税の納税猶予制度の導入を本年１０月より遡及適用となる 

よう、確実な制度化等を図るとともに、猶予税額が免除される場合の具体化を図ること、 

及び相続税時精算課税を利用した株式を生前贈与する場合への相続税の相続税の納税猶 

予制度の適用を始め、株式の生前贈与を促進するための税制措置を講じることを要望する。 

 

２．地域コミュニティを担う商店街活性化に向けた税制の創設 

   地域商業活性化に資する事業の企画・運営会社等に寄付を行った場合に、寄付額を所得 

控除する制度の創設をはじめ、地域商業の活性化や地域・街づくりに資するための税制の 

創設を要望する。 

 

３．消費税に関する要望                              

  国の財政悪化や持続的な社会保障制度の構築に向けた財源確保などを行うために、将来、 

消費税を含む税体系の抜本的な見直しが避けられない状況と理解するが、まず、無駄な歳 

出を徹底的に削減し規制改革や経済成長戦略に基づき経済を活性化させ税収増により、基 

礎的財政収支の黒字化を確実に実現すべきである。 

   消費税改正の検討を行う際は景気に十分配慮しながら、社会福祉及び年金制度改革など 



により信頼性の高い社会保障制度を設計した上で、消費税の改正に伴う中小企業者生活者 

への影響も確認することが必要である。 

 

４．固定資産税等の見直し 

商業地等に係わる固定資産税について、評価方法の改善や税率の引き下げ等、負担水準 

の引き下げ等により税負担の軽減措置を講じることを要望する。 

   また、家屋に係わる固定資産税の評価額については経済の実態に合っていなく、建物の 

残存価格と比較しても高い評価額が付されており、評価方法を抜本的に見直すこと。 

 

５．中小企業等の経営基盤強化 

厳しい経営環境に直面しながら、地域の活性化に取組む、中小企業の経営基盤強化を図 

るため、以下の税制措置を講ずること。 

 （１） 法人の役員給与の減額改定で損金算入が認められる「業績悪化改定事由」の基準の明確 

化 

（２） 欠損金の繰越し還付制度の適用再開 

 （３） 個人事業税の事業主控除の引き上げ 

 

６．中小企業関係租税特別措置の延長・拡充 

（１）事業協同組合等に認められている留保金の特別控除制度について、商店街振興組   

合及び同連合会を対象に追加 

（２）農商工連携促進法及び地域資源促進法に基づく計画の認定を受けた中小企業者等が 

  行う設備投資を支援する税制措置の適用期限の延長  

（３）長期保有土地等の事業用資産への買換えに対する特例の延長 

（４）企業立地促進税の適用期限の延長・拡充（対象設備の拡大等）  

（５）中小企業等基盤強化税制の適用期限の延長  

（６）中小企業等の貸倒引当金に関する特例の適用期限の延長 

（７）信用保証協会の抵当権設定登記等に伴う登録免許税の軽減措置の適用期限の延長 

 


